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・

1 

項
目 

には、例えば国からの臨時交付金を活用するな

どで委託金額の増額等柔軟に対応するよう要

望する。 

回
答 

【担当】 

総務局 人事部 人事課（人事グループ） 

電話：０６－６２０８－７４３１ 

 地方公共団体の法定の障がい者雇用率に

ついては、２．６％と定められております 

が、市長部局での障がいのある方の雇用率

は、令和４年６月１日現在で２．６９％とな

っております。 本市では、「障害者雇用促進

法」の改正を踏まえ、令和２年４月に「障が

い者活躍推進計画」を策定したところであ

り、今後も引き続き、障がいのある方の雇用

促進及び障がいのある職員への職場環境の

改善等の取組みに努めてまいります。 
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・

2 

項
目 

障害者雇用促進法における法定雇用率に

ついては、２０１８年の改訂の際に定められ

た５年間の猶予期間が終了し、２０２３年４

月１日から本則に則った雇用率への改訂が

予定されていることから、大阪市が率先して

これを大きく上回る雇用をおこなうととも

に、その環境整備や就労継続にも意を用い 

るよう要望する。また、コロナ禍において社

会に定着した在宅勤務や短時間就労での障

がい者雇用についても研究をおこない、大阪

市として多様な働き方による障がい者の社

会参加を推進していくよう要望する。 

合わせて最近の諸物価高騰の折から、大阪

市として就労支援事業所への「障害者優先調

達法」に基づく受注拡大のみならず、その発

注価格にも特段の配意を要望するとともに、

複数年での委託契約している業務において 

物価高により運営が厳しくなっている場合

には、例えば国からの臨時交付金を活用する

などで委託金額の増額等柔軟に対応するよ

う要望する。 

回
答 

【担当】 

福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課  

電話：０６－６２０８－８０７２ 

本市では、「国等による障害者就労施設等

からの物品等の調達の推進等に関する法律

（平成２４年法律第５０号）」第９条第１項

の規定に基づき、 本市における「障がい者 

就労支援事業所等からの物品等の調達方針」及

び「調達目標」を設定し、達成に向けて取り組

んでいるところです。  

障がい者福祉の増進に資する各種事業の運

営にあたりましては、今般の電気・ガス等の光

熱水費、燃料費をはじめとした急激な物価高騰

による負担増の中、経費を抑えるための経営努

力に日々取り組んでいただいていることと認

識しております。 

本市といたしましても、要望の内容を真摯に

受け止め、今後の国や大阪府の動向も十分に注

視しながら、安定して事業を継続いただけるよ

う検討を行ってまいります 。 
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項
目 

東京パラリンピックが昨年開催されたこ

とによりパラスポーツの認知度が高まり、ま

た、先日２０２５年のデフリンピックが東京

で開催されることが決定された中、これ等の

動きを一過性のものとさせず今後に繋げて

いくためにも、障がい者の社会参加への大切

な第一歩ともなるパラスポーツの啓発普及

に大阪市としてさらに努めるよう要望する。  

なお、長居障がい者スポーツセンターにつ

いては、この間私どもが建て替えを要望して

きたものが、先だっての戦略会議において建

て替えが決定されたことから、大阪発のパラ

スポーツの拠点として、また、象徴としてふ

さわしいものとするよう要望する。 

回
答 

【担当】 

福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課 

電話：０６－６２０８－８０７５ 

本市では、全国初の障がい者専用のスポーツ

施設として、昭和４９年に長居障がい 者スポ

ーツセンターを開設し、平成９年に開設した舞

洲障がい者スポーツセンターとともに、障がい

のある人にスポーツやレクリエーションの機

会を提供しています。  

障がい者スポーツセンターでは、「障がいの

ある方がいつ一人で来館しても指導者 や仲間

がいて、安心していろいろなスポーツを楽しむ

事ができる」という基本方針のもと、障がいの

ある人の健康維持・増進のみならず、自立と社

会参加の促進に大変重要な役割を果たしてい

ます。また、各種スポーツ教室の開催や指導者

の養成など多彩なメニューを展開し、全国の障 


